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建設業経理士スキルアップセミナーのご案内                   

主催：一般財団法人 建設業振興基金 
 

テーマ：民法の改正について 

～建設業界に与える影響と契約文化に向けた意識醸成～ 

     

債権法分野を中心とした、約120年ぶりとなる民法改正法案が、2017年6月2日に公布され、2020年1月も

しくは同年4月に施行される見込みです。 

建設業界は、建設業法19条で契約書締結義務が定められているにもかかわらず、請負契約を締結せずに施工

してしまうことも少なくない「契約文化」が未成熟な業界です。 

このたびの改正民法は、損害賠償の要件である「責めに帰すべき事由」を「契約及び取引上の社会通念に照

らして責めに帰すべき事由」と変更するなど、「契約書重視」の側面をもっており、建築・土木・住宅・建材

流通等の分野でも大きな影響があると予想されます。 

本講座では、来るべき改正民法の施行に向け、「契約書」の重要性をよく認識するとともに、「契約文化」

への適合を果たしていく意識醸成を図ることを目的としています。 

 

■ 開催日 ：平成30年  グレー網掛けの会場は満席になりました。日付太字の会場は追加開催分となります。 

日 時 曜日 時 間 場所 会場 住 所 

7 月6 日 （金） 14:00-16:30 札幌 かでる 2・7  710 会議室 北海道札幌市中央区北二条西7 

6 月28 日 （木） 14:00-16:30 仙台 フォレスト仙台 第5・第6 会議室 宮城県仙台市青葉区柏木1-2-45 

6 月11 日 （月） 14:00-16:30 新潟 新潟県建設会館 ５階大会議室 新潟県新潟市中央区新光町7-5 

2 月13 日 （火） 14:00-16:30 東京 
(一財)建設業振興基金 

301 会議室 

東京都港区虎ノ門4－2－12 

虎ノ門4 丁目ＭＴビル 2 号館 

5 月14 日 （月） 14:00-16:30 東京 
(一財)建設業振興基金 

501 会議室 

東京都港区虎ノ門4－2－12 

虎ノ門4 丁目ＭＴビル 2 号館 

6 月19 日 （火） 14:00-16:30 東京 
スタンダード会議室（ミツヤ虎ノ門ビル）  

5 階小ホール 

東京都港区虎ノ門1-22-14 

ミツヤ虎ノ門ビル 

3 月22 日 （木） 14:00-16:30 名古屋 
ウィルあいち（愛知県女性総合センター） 

セミナールーム１･２ 
愛知県名古屋市東区上竪杉町１番地 

4 月20 日 （金） 14:00-16:30 大阪 エルおおさか ５階視聴覚室 大阪府大阪市中央区北浜東3-14 

7 月10 日 （火） 14:00-16:30 広島 広島ＹＭＣＡ ３号館多目的ホール 広島県広島市中区八丁堀7-11 

6 月22 日 （金） 14:00-16:30 福岡 福岡商工会議所 406-407 会議室 福岡県福岡市博多区博多駅前2-9-28 

 

■ 対象者 ：建設業経理士、建設業経理事務士の方に推奨するセミナーですが、どなたでもお申込みいただけます。 

        

■ 参加料 ：１０，０００円（税込） 
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 ※登録
．．

建設業経理士（１級、２級）の方で有効期限が切れていない方は「無料」で参加できます。 

 

■ 申込方法：以下のＷＥＢサイトに会場ごとの申込先が掲示されています。お申込はこちらのＷＥＢサイトの入力

フォームよりお願いします。定員に達した時点で締切りとなりますので、お早めにお申し込みくださ

い。 

https://www.keiri-kentei.jp/seminar/index.html   

 

 

 

■講 師 

 秋野 卓生（あきの たくお） 

 弁護士法人匠総合法律事務所代表社員弁護士として、住宅・建築・土木・設計・不動

産に関する紛争処理に多く関与している。2017年度より慶應義塾大学法科大学院教授

に就任（担当科目：法曹倫理）。2018年度より慶應義塾大学法学部講師に就任（担当

科目：法学演習（民法））。 

管理建築士講習テキストの建築士法・その他関係法令に関する科目等の執筆をするな

ど、多くの執筆・著書がある。 

 

【役職等】 

平成16年～平成18年 東京簡易裁判所非常勤裁判官 

一般社団法人日本建築士事務所協会連合会理事・法律顧問弁護士、同基本問題検討特別委員会委員 

一般社団法人住宅生産団体連合会消費者制度部会コンサルタント 

一般社団法人JBN法律顧問弁護士 

キッチン・バス工業会法律顧問弁護士 

【お問い合わせ先】一般財団法人 建設業振興基金 担当：赤城・中村  

(tel：03-5473-4581 平日9:00～12:00 13:00～17:30） 


